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（３）委託 
ア 募集要項の例（平成１７年度「ＮＰＯ協働提案推進事業」の例） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

◆ＮＰＯ協働提案推進事業の実施目的 

  福祉や環境、教育やまちづくりなど、様々な分野の問題に迅速かつ的確に対応す

るには、行政とＮＰＯとの協働が重要となっているが、こうした行政とＮＰＯとの

協働を推進していくため、ＮＰＯと県との協働事業についての提案を募集し、その

中からふさわしいものを選び、提案したＮＰＯに事業の実施を委託する。これをＮ

ＰＯと行政とのモデル事業としてもらい、協働事業の実施促進を図ることが主な目

的である。 

 

◆対象となる事業 

・ＮＰＯと県が協働して行う事業としてふさわしいもの。 

①「自由な提案」（分野等は問わない） 

②「テーマ提案」（あらかじめ用意された県の各課所室における課題）のいず 

れかに沿った提案。原則として、上記①、②から１件ずつ採択。 

 ・広域的な事業（地域的な事業の場合には、全県的な波及効果が見込まれる事業）

・提案する団体の定款の目的又は通常の活動に沿った事業 

・他の助成等を受けていない事業 

 ・平成１８年２月２８日までに完了する事業 

 

◆応募資格（次のすべての項目に該当すること） 

・不特定かつ多数のものの利益の増進に寄与することを目的とする民間団体である

こと。（特定非営利活動法人、市民活動団体、ボランティア団体に限る。） 

・事務所を県内に有し、県内を中心に活動している団体であること。 

・構成する会員が１０人以上いる団体であること。 

・定款又は会則等を設けている団体であること。 

・宗教活動や政治活動を主たる目的とした団体でないこと。 

・特定の公職者（候補者を含む）、又は政党を推薦、支持、反対することを目的とし

た団体でないこと。 

・暴力団でないこと、暴力団若しくは暴力団員の統制下にある団体でないこと。 

 

◆対象となる経費 

・事業の実施に直接必要となる経費（旅費、通信運搬費、消耗品費、印刷製本費、

賃借料、謝金、保険料、事業実施のための人件費等） 

※備品等財産の取得に係る経費は認めない。 
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◆委託費 

・１件あたり３００万円を上限とする。 

（総額６００万円の範囲内で、複数の事業を実施。） 

・経費の支払は、原則として履行確認後（事業完了検査後）に行う。必要に応じて、

全部又は一部を概算払いする場合がある。 

 

◆提出書類 

・応募書類チェックシート 

・平成１７年度ＮＰＯ協働提案推進事業提案書 

・団体概要 

・成年被後見人等に該当しないことを確認した旨の書類（任意団体のみ） 

・団体目的等についての確認書（任意団体のみ） 

・定款又は会則等 

・直近２か年間の事業報告書又はこれに代わるもの（法人については所轄庁に提出し

たものの写し） 

・直近２か年間の収支計算書又はこれに代わるもの（法人については所轄庁に提出し

たものの写し） 

・会員名簿（任意団体のみ） 

・その他参考資料（提出は任意） 

 

◆審査・選考方法 

・第１次選考 

提案されたすべての事業について、学識経験者、公募により選任されたＮＰＯ関 

係者及び企業関係者を含む「ＮＰＯ協働提案推進事業審査評価委員会（以下「委員会」

という。）」による書類審査を行う。 

・第２次選考 

第１次選考を通過した事業について、公開プレゼンテーションを行い、委員会の審 

査により、実施する事業の候補を決定する。 

・事業の決定 

第２次選考の結果、事業の候補となったものについて、ＮＰＯと事業担当候補課とで

詳細を協議し、事業担当候補課が実施する事業として決定する。 

・審査結果は、全ての団体に郵送で通知する。 
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◆審査基準 

・第１次選考 

項  目 主  な  内  容 

県事業としてのふ

さわしさ 

公益性や事業の規模は、県が委託する事業としてふさわしいか。

社会貢献性 事業の成果が広く県民に還元されるか。 

先進性 埼玉県の新規施策にふさわしい事業か。また、社会に新たな仕組

みを生み出すことなどが期待できるか。 

実現可能性 実行可能な方法、計画で立案されているか。 

経費の適正性 提案された事業を実施するための経費が適切に計上されている

か。 

組織体制、活動実績 提案した事業を確実に実施するための十分な組織体制や活動実

績があるか。 

団体の特性 団体の特性や専門性が生かされた提案であるか。また、経常的な

活動は、資金等の面で着実に実施されているか。 

・第２次選考 

総合審査 

 

◆情報公開 

・事業の「公正性」「透明性」を高めるため、応募の状況（団体名及び提案事業名）

と審査結果はホームページ上で公開する。 

・提出書類は、情報公開の対象とする。 

・採択団体は、積極的な情報提供に協力する。 

 

◆その他 

・提案にあたり相談等がある場合には、事前の予約を入れてもらう。 

・提出書類に虚偽の記載が発見された場合には、委託決定後又は契約締結後であって

も、委託決定の取り消し又は契約の解除をすることがある。 

・担当課との協議の中で、事業内容を一部変更してもらう場合がある。 

・契約にあたっては、埼玉県財務規則第８１条の規定に基づき、契約金額の百分の一

以上を契約保証金として埼玉県に納めてもらう。なお、契約保証金の全部又は一部

の納付を免除する場合がある。 

・事業の再委託については、原則として認めない。 

・必要に応じて事業に係る領収書、出納簿等の確認、及び現地視察を行なう。 

・事業実施団体については、当事業の検証や促進を目的として、調査、広報等に協 

力をしてもらう。 
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イ 企画提案（企画コンペ）の実施例（平成１７年度「ＮＰＯ協働提案推進事業」の例） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

事 業 に 関 す る 広 報 ◆彩の国だより 

◆ダイレクトメール 

 （関係各団体に対し、事業の募集案内と事業説明会の参

加申込書を送付） 

◆ホームページ 

募 集 説 明 会 ◆募集要項の説明 

◆質疑応答

事 前 準 備 ◆「テーマ」の設定 

◆ＮＰＯ協働提案推進事業審査評価委員会の設置 

◆募集要項 

応募資格、対象となる経費、委託費、提出書類、審査・

選考方法、審査基準、事業のスケジュール、など 

◆提出書類 

提案書、団体概要、定款・会則等、事業報告書（直近

２か年）、収支計算書（直近２か年） 

（任意団体についてはこれ以外に、成年被後見人等に

該当しないことを確認した旨の書類、団体目的等につ

いての確認書、会員名簿等も提出を求めている。） 

事業採択までの流れ（ＮＰＯ協働提案推進事業） 

募 集 要 項 作 成 

Ｑ ＆ Ａ の 公 開 
◆募集説明会での質疑応答をまとめたものを

ホームページで公開する。 

提 案 受 付 ◆事務局による書類の形式チェック

ＮＰＯからの提案が複数の課所室に関係していた場合に

はそれぞれの課所室から意見をもらうこととした。 

第 １ 次 審 査 

（ 書 類 審 査 ） 
◆ＮＰＯ協働提案推進事業審査評価委員会による審査 

※委員の率直な意見交換と発言を担保するため、非公開による

開催 
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事業実施に際して、行政組織内部において横断的になる業務 

に関しては事業担当候補課の他、関連が出てくると思われる 

課所室にも出席してもらい、NPO活動推進課が中心となって

事業に関する周知と事業への協力依頼をする。 

委託先、事業担当課の決定 

第１次審査結果の発表 
◆審査結果の公表 

・通過団体→第２次選考の準備依頼 

・落選団体→順位のみ公開（希望制）

◆それぞれの提案について関係課所室からの意見伺いを実施 

◆公開プレゼンテーション実施の広報（彩の国だより等） 

◆公開プレゼンテーションにおける各委員並びに事業担当候補

課からの各団体に対する事前質疑と団体からの回答の準備 

第 ２ 次 審 査 

（公開プレゼンテーショ

ン審査） 

審査の主な流れ 

◆公開プレゼンテーション 

①準備（２分） 

②各団体が事業に関するプレゼンテーションを行う。（８分） 

③各団体のプレゼンテーションに対する各団体と各委員との質

疑応答（１５分） 

→次の団体へ 

◆ＮＰＯ協働提案推進事業審査評価委員会による審査会（非公開）

 →委託候補先の決定 

第２次審査結果の発表 ◆審査結果の公表 

・外  部→ＮＰＯ協働提案推進事業審査評価委員会による委員

講評、事業概要、委託費等をホームページで公開（採

択団体のみ） 

・採択団体→事業担当候補課との事業実施に向けた詳細協議を実

施するよう依頼。 

・不 採 択 団 体→ＮＰＯ協働提案推進事業審査評価委員会による講

評を送付。 

委託候補先と事業担当課に

よる詳細協議 
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◆１６年度は「自由な提案」部門のみでＮＰＯから提案募集を行いましたが、１７年度

からは新たに「テーマ提案」部門を設置し、２つの部門で募集しました。 

 

◆事業実施、公開プレゼンテーションに関する広報は、十分に行うようにしました。 

 

◆審査結果については、団体の希望により公表することとし（順位のみ）ました。特に

委託候補先の団体については、ＮＰＯ協働提案推進事業審査評価委員会による委員講

評、事業概要、委託費等をホームページで公開するなど、審査の透明性の確保にしま

した。公開に当たってはＮＰＯ側の事情を考慮して、特に不採択団体の提案に対して

は慎重に取り扱いました。 

 

◆第２次審査後の委託候補先と事業担当候補課による詳細協議には、事業実施に際し 

て、特に行政組織内部において横断的になる業務に関しては、関連がある課所室にも

出席してもらい、ＮＰＯ活動推進課が事業に関する周知と協力の依頼を図りました。

 

◆採択された団体の提案書は、コピーをとり個人情報等については墨塗りし、次年度以

降ＮＰＯ協働提案推進事業の提案を考えているＮＰＯ向け公開資料としました。 

留 意 点 
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ウ 委託事業実施例（平成１７年度「ＮＰＯ協働提案推進事業」「自由な提案」部門の例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆事業名 

とよあしはらプロジェクト 

  

◆事業概要 

   間伐材、竹、木炭とアシ、ハナショウブなどの天然資材でビオトープ浮島を作り

湖沼の水質浄化と水辺の自然再生を行なう。同時に、未利用林産資源を活用するこ

とで水源の森や里山の再生促進を図る。事業の実施に当たっては市民団体や小中学

校などの教育機関に働きかけ市民参加型の公共事業として実施する。 

 

 ◆事業実施ＮＰＯ 

ＮＰＯ法人 とよあしはら 

 

 ◆県側の事業担当課 

環境部 みどり自然課 

 

  ◆委託料 

2,982,000円 

 

 ◆事業実施場所 

  ・伊佐沼（川越市） 

  ・森林公園山田大沼（滑川町） 

  ・宮沢湖（飯能市） 

  ・権現堂行幸湖（幸手市） 

  ・行田市総合公園内池（行田市） 

  

◆権現堂行幸湖（幸手市）の事業実施例（ここで取り上げた事例） 

  ・日 時：平成１７年１１月２７日（日）９：３０～１２：３０ 

  ・状 況：ＮＰＯ法人とよあしはら、幸手市民環境会議、行幸湖カヌークラブ、 

県職員（みどり自然課、ＮＰＯ活動推進課）、幸手市役所職員、地元ガ

ールスカウトにて浮島２基を作成した。 

浮島作成後、行幸湖カヌークラブの指揮により、２０人程の乗れるドラ

ゴンボートで設置場所へ浮島を誘導していくという、イベント的な要素

も含んだ事業となった。 

・その他：本事業が足がかりとなり、ＮＰＯ法人とよあしはら次年度以降、企業の

協力を受けて別の場所に浮島を設置することが予定されている。 
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権現堂行幸湖（幸手市）の事業実施例 

協力団体等 
ＮＰＯ 

（ＮＰＯ法人とよあしはら） 
みどり自然課 

水面管理者 

（杉戸県土整備事務所）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

権現堂行幸湖における事業についての

検討 

水面管理者と

の調整（事業実

施の許可依頼）

許 可

事 業 実 施 決 定

◆事業実施の広

報 

◆地元市民団体

へ協力要請 

◆事業準備 

◆当日の時程等 

調整・連絡 

確 認関係課所室へ事

業実施に関する

連絡 

◆ＮＰＯ活動推進課 

◆関係各課 

◆幸手市民環境 

会議 

◆行幸湖カヌー 

クラブ 

◆幸手市役所 

◆地元ガールス 

カウト 

参加希望者決定 

県内の湖沼に関する

情報提供 

（水環境課） 
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協力団体等 
ＮＰＯ 

（ＮＰＯ法人とよあしはら） 
みどり自然課 

水面管理者 

（杉戸県土整備事務所）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事 業 実 施 （ 浮 島 ２ 基 設 置 ）

浮島の説明を施し

た看板の設置 

企業による協力

を得て事業展開

することが予定

されている。 

留 意 点 

 

◆地元市民団体への協力要請は、単に幅広く事業実施の広報をするだけではなく、団体

個々に事業への協力をお願いしました。 

 

◆事業実施に際してはＮＰＯ法人とよあしはらのアイデアによりイベント的な要素を

取り入れることにより、単なる浮島の設置事業ではない、参加した人の誰もが充実感

を得られる取組になりました。 

 

◆浮島設置後に設置した看板には、本事業がＮＰＯ法人とよあしはらと埼玉県、地元市

民活動団体との協働事業であるということを記しました。 
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エ 契約業務の実施例（平成１７年度「ＮＰＯ協働提案推進事業」「テーマ提案」部門の例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆例示する契約業務例 

・平成１７年度ＮＰＯ協働提案推進事業の「テーマ提案」部門 

   ＊事業名：森と県民を結ぶ「埼玉の木の銀行構想」プラットフォーム形成調査 

   ＊団体名：ＮＰＯ法人 木の家だいすきの会 

  ＊担当課：農林部 木材利用推進室 

   ＊委託料：2,685,900円  

 

◆事業概要 

  「埼玉の木の銀行（仮称）」構想による「伐り旬の木の家」づくりのモデルを構築

し、具体化に向けた推進組織となるプラットフォーム形成の土壌づくりを行うことを

目的とする。このため以下の事業を実施する。 

①構想推進のための課題の整理 

②「埼玉の木の銀行」による「伐り旬の木の家」づくりのモデルの試行 

③ニーズ調査 

④モデルの構築と実施に向けた課題の整理 
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事業担当課 

（農林部 木材利用推進室） 

ＮＰＯ 

（ＮＰＯ法人 木の家だいすきの会） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

見 積 書 （ ※ ４ ） 提 出 依 頼

見 積 書 を 作 成

見 積 書 の 確 認

担当課で作成した予定価格調書とＮＰＯ

から出された見積書の金額について見積

合わせをし、その見積で契約をするかど

うかの判断をする。 

見 積 結 果 表 の 作 成

契約書（※５）の作成 

（協定書（※６）の作成） 

審査の際に提出した提案書の収支計画を

元に作成する。 

設計書（積算書）（※１）の作成 

◆審査の際にＮＰＯから提出された提案書 

の収支計画を元に作成する。 

◆設計書をもとに、予定価格調書を作成する。

仕 様 書 （ ※ ３ ） の 作 成

予定価格調書（※２）の作成
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契約書２通への署名・団体印捺

印（契約書１通には収入印紙を

貼る） 

団体の署名・団体印の押された

契約書２通に知事印を押印 

契 約 成 立

◆契約書（協定書）１通はＮＰＯが所持

（収入印紙なし） 

◆もう１通は木材利用推進室が所持（収

入印紙あり） 

◆契約保証金（※７）納付依頼 

現場責任者届（ＮＰＯ側）提出

依頼 

現場責任者届（担当課側）（※８）

作成 

監督者、経歴書など 

現場責任者届（ＮＰＯ側）作成

業 務 着 手 届 作 成 ・ 提 出

契約保証金納付後、契約保証金 

納付書のコピーを提出 

契約書を作成したら、ＮＰＯに「貴団 

体と契約します」という内容の公文書 

とともに、契約書２通をＮＰＯへ送付し

、所定の欄に団体印を押してもらう。 

契約書２通への署名・団体印捺

印の依頼 
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本来は歩係表（誰がどのくらいの手間をかけるか（人工等）、打合せには誰が何回、

何時間要するか等を示したルール）を元に作成しますが、本事業では企画提案の際に

提出されている提案書に金額が記載されているので、それを元に作成することになり

ます。これを元に委託元（事業担当課）で予定価格を定めます。 

 ※ＮＰＯへの委託事業に関する歩係表は存在しないため、企画提案の段階でＮＰＯか

ら示された事業費を元に、ＮＰＯと事業担当課でその事業内容を協議し、それに基

づいて事業担当課で予定価格を定めています。 

 

 

 

  財務規則第１０３条第１項に「随意契約を行う場合においては、予定価格を定め、

契約の相手方から見積書を徴さなければならない。・・・」との記述があるため、相

手方から見積書を提出してもらう前に作成しておく必要があります。 

  ただし、第１０３条第３項第４号にあるとおり、「一件の予定価格が５０万円未満

の契約をするとき」は予定価格調書の作成を省略することができます。（予定価格を

定める必要はあります。） 

 

 

 

  基本的には、 

  ◆「設計書」から価格を外したもの 

◆特記仕様書 

 から構成されます。特記仕様書では本事業において「どのようなことを実施するのか」

を詳細に示します。仕様書は契約書の一部であり、むやみに変更はできないことを十

分説明する必要があります。 

 

 

 

  ＮＰＯに対して、十分な説明を行い、事業内容との整合性を確認します。基本的に

は企画提案の際の提案書に沿って作成してもらうことになります。 

 

留 意 点 

※１ 設計書（積算書）について 

※２ 予定価格調書について 

※３ 仕様書について 

※４ 見積書について 
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  契約を締結する際には、財務規則第７９条第１項に「契約を締結しようとするとき

は、次に掲げる事項を記載した契約書を作成しなければならない」とあるため、契約

書を作成する必要があります。 

仕様書同様、内容については双方で十分に確認を行います。事業実施に当たってプ

ライバシーの保護や守秘義務が必要な場合には、明示する必要があります。 

  また、著作権、意匠権などの権利が発生する場合は、その帰属を明示する必要があ

ります。（原則として委託元（県）に帰属します。） 

 

 

 

  本事業の契約方法では随意契約の方法をとっています。随意契約ができる場合とし

ては、地方自治法第１６７条の２第１項第２号に「不動産の買入れ又は借入れ、普通

地方公共団体が必要とする物品の製造、修理、加工又は納入に使用させるため必要な

物品の売払いその他の契約でその性質又は目的が競争入札に適しないものをすると

き。」という規定を根拠としています。 

  本事業における「随意契約の理由」は次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  委託料の支払いは、委託事業の履行確認後の支払い（精算払い）が原則です。しか

し、ＮＰＯの資金的な側面に配慮し、事業の円滑な執行を確保する必要がある場合は、

概算払いや前金払いを検討します。 

委託料の概算払いについては、原則として「契約等に定めがなければ、これをする

ことができない」ので、支払方法は契約書に定めておく必要があります。また、「概

算払いは支出方法の特例である」となっています。このため、概算払いの方法をとら

ざるを得ない十分な根拠を示した上で、実施する必要があります。（財務規則第６０

条第７号） 

  ◆概算払い：支払期限の前に、かつ、支払金額が確定する前に概算で支払う方法で

す。履行後に精算が必要となります。 

  ◆前金払い：支払金額が確定している場合で、支払期限の前に、全部又は一部を支

払う方法です。 

ＮＰＯの特性や発想を生かし、アイディアに富んだ公益事業を提案してもらい、

ＮＰＯと協働して事業を実施する、という本事業の趣旨から、応募された事業のう

ち最優秀の事業を、提案したＮＰＯに委託して実施する必要があります。このため、

事業の性質が競争入札には適さず、随意契約による委託としています。 

具体的には、公募による企画提案事業を外部委員からなる委員会で審査し、委託

事業を決定する方式をとっています。 

※５① 契約書について 

※５② 契約方法について 

※５③ 委託料について 
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  協働に関する心構え等、契約書には示されていない内容（「第１章５協働を実施す

るに当たっての心構え」等の内容）について、契約書とは別に定めたものです。  

具体的には、「目的・目標の共有」、「相互理解による事業実施」、「情報の共有化」、

「情報の公開」、「事業評価」等についての委託元と受託側の事前の取り決めのことで

す。 

 

 

 

  免除規定や収めるべき率については、県の財務規則で定められています。 

免除規定については、財務規則第８１条第２項第６号で「随意契約を締結する場合

において、契約金額が少額であるとき、又は、契約の相手方が契約を履行しないおそ

れがないとき」（ここで少額とは具体的には１００万円未満のこと）とされています。

特に後段については、財務規則第８１条第２項第３号に、相手方が「・・・国又は

地方公共団体と種類及び規模をほぼ同じくする契約を過去２年の間に数回以上すべ

て誠実に履行し・・・」と規定されているので、そのことが分かる書類（検査調書、

検査完了通知書、履行証明書等）の提示を行うことによって契約保証金免除の対象と

なります。 

収めるべき率については、財務規則第８１条第１項第２号に「指名競争入札による

契約又は随意契約については、契約金額の１／１００以上」と記述されています。 

 

 

 

  地方自治法第２３４条の２第１項で、契約の履行を確保するため、「普通地方公共

団体が工事若しくは製造その他についての請負契約又は物件の買入れその他の契約

を締結した場合においては、当該普通地方公共団体の職員は、政令の定めるところに

より、契約の適正な履行を確保するため又はその受ける給付の完了の確認をするため

必要な監督又は検査をしなければならない」と規定されています。 

  また、監督又は検査を行う職員については、財務規則第８９条第１項に「・・・当

該監督又は検査に係る支出負担行為についての決裁権者が、所属の職員のうちから指

定するものとする・・・」とあります。 

※６ 協定書について 

※７ 契約保証金について 

※８ 監督又は検査について 
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オ 事業完了業務の実施例（平成１７年度「ＮＰＯ協働提案推進事業」「テーマ提案」部門の例） 

事業担当課 

（農林部 木材利用推進室） 

ＮＰＯ 

（ＮＰＯ法人 木の家だいすきの会） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

業 務 検 査

事業評価票の作成（自己評価）

事 業 報 告 会

◆精算、契約保証金払出 

◆成果品引き渡し通知収受 

業 務 完 了 通 知 の 作 成

検 査 結 果 通 知

精算払請求書、契約保証金払出

請求書、成果品引き渡し通知の

作成 

事業について、ＮＰＯ協働提案推進事 

業審査評価委員会から評価を受ける。 

事業報告会の結果と事業評価票（自己評価）はホームページで公開

事業評価票の作成（自己評価）
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◆事業の評価について 

  今回実施した事業の内容や成果を検証し、委託元と受託側がそれぞれ、次のステッ

プにつなげるため、双方において自己評価を実施しました。 

それらをもとに、公開事業報告会において事業内容・成果などをＮＰＯに関心のあ

る県民等の前で発表してもらい、事業を採択したＮＰＯ協働提案推進事業審査評価委

員会による評価を得ました。 

この他使用した自己評価票や委員会からの講評については、ホームページで公開し

ました。 

 

 ※自己評価票における評価項目について 

  ①事業の目的と目標の設定について 

  ②事業の進捗に対するＮＰＯと県との相互理解 

  ③事業実施に当たって 

  ④事業に関する情報公開 

  ⑤事業の成果 

  ⑥事業の波及効果 

  ⑦今後について 

留 意 点 
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■団体

名 
特定非営利活動法人 とよあしはら 

■委託

費 
2,982,000円 

■事業

概要 

◆間伐材、竹、木炭とアシ、ハナショウブなどの天然資材でビオトープ浮島を作り、湖沼の水質浄化と水

辺の自然再生を行なう。同時に、未利用林産資源を活用することで水源の森や里山の再生促進を図る。

事業の実施に当たっては市民団体や小中学校などの教育機関に働きかけ市民参加型の公共事業として

実施する。  

■説明

資料 
◆説明資料（ＰＤＦ） 

■委員

講評 

・・・ 

○浮島・水質浄化などの環境事業をツールにして、横への繋がり・広がりや街づくりを実践している活動

は「NPO」ならではの事業だと思いました。とても「すがすがしい」事業でした。  

○子どもをめぐる様々な問題が起きている今、大人と子どもが一緒になって作業に取り組み、動物や植物

の生き方を身近に感じ、命や自然について考える良い体験ができると思いました。できたら私のまちの

子どもたちにも体験させてあげたいのですが、大きな川や沼のない地域で実現可能な最低条件を教えて

欲しいと思います。  

・・・  

■事業

評価票 

◆事業実施団体（特定非営利活動法人 とよあしはら）（ＰＤＦ） 

◆事業担当課（環境部 みどり自然課）（ＰＤＦ）  

■委員

質疑 
◆事業に関する委員質疑（ＰＤＦ）     

■活動

写真 

事業評価を事業

報告前に実施し

てもらいました。

浮島を設置した

時の様子も収め

ました。 

事業報告会の中でのＮ

ＰＯ協働提案推進事業

審査評価委員（埼玉県

ＮＰＯ懇話会委員）と

のやりとりです。 

ＮＰＯ法人とよあしはらの事業報告者が使った説

明資料です。 

事業報告会後に各委員さんから電子メールでい

ただいたコメントを公表しました。 

事業報告会結果のホームページでの公表の仕方 
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※評価の仕方等については、【資料編】にある平成１７年度ＮＰＯ協働提案推進事業評価実

施要領を御覧になってください。 

 

項　　目 小　　項　　目
よくできた
（２点）

ふつう
（１点）

できなかっ
た（０点）

該当なし 合　計 自　由　記　述

１．事業の目的と目標の設定は妥当であったか。 ○

２．新規性のある内容であったか。 ○

３．経費の見積りは適切であったか。 ○

１．事業の進め方に対してはお互い、情報交換をして進めることができたか。 ○

２．ＮＰＯの自主的な活動を阻害することなく事業が進められたか。 ○

３．対等な立場で事業効果を増大させる意見交換等ができ、相互理解が図られたか。 ○

１．トラブルが発生した際の対応は適切に行われたか。 Ｎ

２．事業実施に当たっては担当課内部において充分に検討がなされていたか。 ○

Ⅳ．事業に関する情報公開 事業に関する広報をホームページ等で積極的に行ったか。 ○ ０／２

　 一般県民への普及・啓発については、マスコ
ミに取り上げられたので効果的に行うことができ
ました。

１．当初の目的と目標は達成できたか。 ○

２．単独ではできなかったことができ、協働の効果があったか。 ○

３．事業を通して、ネットワークが深まったり、新たなネットワークが生まれたか。 ○

４．担当課はこの事業を通して、新たな事業展開の可能性を見いだせたか。 ○

１．県の事業として充分に県域的効果をもたらしたか。 ○

２．市町村や企業など、他の団体にも波及効果があったか。 ○

１．市町村や企業など、他の団体の理解が得られ、今後の発展性が期待できるか。 ○

２．同じ分野における今後の協働モデルとしてふさわしい事業だったか。 ○

２６／３２

全体を通しての意見
　本事業をＮＰＯ法人とよあしはらとの協働により実施してまいりましたが、多様な野生動植物が生息できる豊かな自然に恵まれた県土を、県民ぐるみで創出していこうとする生物多様性保全県戦略
の実践を、県が具体的なモデルとしてお示しできたという意味でも有意義な事業でした。
　今後とも、野生動植物の保護等自然環境の保全・創造に、県民の皆さんと力を合わせて取り組んでまいります。

　 本事業の趣旨は、生物多様性保全県戦略を
策定し、多様な野生動植物が生息できる豊かな
自然に恵まれた県土を、県民ぐるみで創出して
いこうとする県の方向性と一致したものです。

　 事業の進め方はＮＰＯ法人とよあしはらに委
ね、当課は浮島を設置する場所の情報提供、池
の管理者との協議や必要な許可手続等を行い、
円滑に事業が実施出来るよう配慮しました。使
用する野生植物の選択等についても、率直な意
見交換が出来ました。

　 地元市町村、設置場所の管理者、地元関係
者の御協力により、特に問題もなく事業を実施す
ることが出来ました。

４／６Ⅰ．事業の目的と目標の設定について

Ⅴ．事業の成果

Ⅶ．今後について

Ⅱ．事業の進捗に対するＮＰＯと県との相互理解

Ⅵ．事業の波及効果

Ⅲ．事業実施に当たって

平成１７年度　ＮＰＯ協働提案推進事業評価票　　　　【事業担当課】

　 各地域で市町村や企業、地元ＮＰＯ等の協働
の輪ができ、今後の発展性が期待できるので、
協働モデルとしてふさわしい事業だったと思いま
す。

６／６

１／２

４／４

７／８

４／４

　 県内各地で設置することができ、市町村や企
業の自主的な取組として、すでに複数地域で地
元ＮＰＯの協力を得て取り組むことが検討されて
います。

　 この事業では、地域における市町村や企業、
地元ＮＰＯ等の協働のネットワークを作りながら
浮島の設置に取り組みました。ＮＰＯ法人とよあ
しはらとの協働が功を奏し、スムーズに地元ＮＰ
Ｏや住民に参加いただきました。　当課にとって
は、従前からの取組と同様なものであり、新規な
事業展開にはつながりにくいが、今後とも推進し
ていくことが必要です。

担当課：　環境部　みどり自然課 　　　事業名：とよあしはらプロジェクト 評価日：平成１８年３月１日実施年度：１７

項　　目 小　　項　　目
よくできた
（２点）

ふつう
（１点）

できなかっ
た（０点）

該当なし 合　計 自　由　記　述

１．事業の目的と目標の設定は妥当であったか。 ○

２．新規性のある内容であったか。 ○

３．経費の見積りは適切であったか。 ○

１．事業の進め方に対してはお互い、情報交換をして進めることができたか。 ○

２．ＮＰＯの自主的な活動を阻害することなく事業が進められたか。 ○

３．対等な立場で事業効果を増大させる意見交換等ができ、相互理解が図られたか。 ○

１．トラブルが発生した際の対応は適切に行われたか。 Ｎ

２．事業実施に当たっては担当課内部において充分に検討がなされていたか。 ○

Ⅳ．事業に関する情報公開 事業に関する広報をホームページ等で積極的に行ったか。 ○ ０／２
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１．当初の目的と目標は達成できたか。 ○

２．単独ではできなかったことができ、協働の効果があったか。 ○

３．事業を通して、ネットワークが深まったり、新たなネットワークが生まれたか。 ○

４．担当課はこの事業を通して、新たな事業展開の可能性を見いだせたか。 ○

１．県の事業として充分に県域的効果をもたらしたか。 ○

２．市町村や企業など、他の団体にも波及効果があったか。 ○

１．市町村や企業など、他の団体の理解が得られ、今後の発展性が期待できるか。 ○

２．同じ分野における今後の協働モデルとしてふさわしい事業だったか。 ○

２６／３２

全体を通しての意見
　本事業をＮＰＯ法人とよあしはらとの協働により実施してまいりましたが、多様な野生動植物が生息できる豊かな自然に恵まれた県土を、県民ぐるみで創出していこうとする生物多様性保全県戦略
の実践を、県が具体的なモデルとしてお示しできたという意味でも有意義な事業でした。
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平成１７年度　ＮＰＯ協働提案推進事業評価票　　　　【事業担当課】

　 各地域で市町村や企業、地元ＮＰＯ等の協働
の輪ができ、今後の発展性が期待できるので、
協働モデルとしてふさわしい事業だったと思いま
す。
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地元ＮＰＯ等の協働のネットワークを作りながら
浮島の設置に取り組みました。ＮＰＯ法人とよあ
しはらとの協働が功を奏し、スムーズに地元ＮＰ
Ｏや住民に参加いただきました。　当課にとって
は、従前からの取組と同様なものであり、新規な
事業展開にはつながりにくいが、今後とも推進し
ていくことが必要です。

担当課：　環境部　みどり自然課 　　　事業名：とよあしはらプロジェクト 評価日：平成１８年３月１日実施年度：１７

項　　目 小　　項　　目
よくできた
（２点）

ふつう
（１点）

できなかっ
た（０点）

該当なし 合　計 自　由　記　述

１．事業の目的と目標の設定は妥当であったか。 　　　○

２．新規性のある内容であったか。 　　　○

３．経費の見積りは適切であったか。 　　　○

１．事業の進め方に対してはお互い、情報交換をして進めることができたか。 　　　○

２．ＮＰＯの自主的な活動を阻害されることなく事業が進められたか。 　　　○

３．対等な立場で事業効果を高める意見交換等ができ、相互理解が図られたか。 　　　○

１．トラブルが発生した際の対応は適切に行われたか。 　　　 　　　　Ｎ

２．事業実施に当たっては団体内部において充分に検討がなされていたか。 　　　○

１．当初の目的と目標は達成できたか。 　　　○

２．単独ではできなかったことができ、協働の効果があったか。 　　　○

３．事業を通して、ネットワークが深まったり、新たなネットワークが生まれたか。 　　　○

４．団体として（当団体は）この事業を通して成長できたか。 　　　○

１．県の事業として充分に県域的効果をもたらしたか。 　　　○

２．市町村や企業など、他の団体にも波及効果があったか。 　　　○

１．市町村や企業など、他の団体の理解が得られ、今後の発展性が期待できるか。 　　　○

２．同じ分野における今後の協働モデルとしてふさわしい事業だったか。 　　　○

32/32

事業に関する広報をホームページ等で積極的に行ったか。  2/2

　テレビ、新聞、雑誌等、マスコミへの情報提供
を積極的に実施し、取材依頼を数多く受けること
ができました。○

Ⅶ．今後について

Ⅱ．事業の進捗に対するＮＰＯと県との相互理解

Ⅵ．事業の波及効果

Ⅲ．事業実施に当たって

Ⅴ．事業の成果

Ⅳ．事業に関する情報公開

平成１７年度　ＮＰＯ協働提案推進事業評価票　　【ＮＰＯ】

　単なる設置業務ではなく、市民参加を促し、よ
り多くの人が事業に係れる工夫をするなど、県の
モデル事業として、ふさわしい努力目標が設定で
きました。

　事業を進めるに当たってはその都度、みどり自
然課と調整を図り双方合意の上で進めることが
できました。また、県側のサポートに対しても意
見交換を重ね、当団体の活動にマッチしたもの
にさせていただくことができました。

　トラブルは特にありませんでした。内部の調整
についても順調に進めることができました。

 6/6Ⅰ．事業の目的と目標の設定について

 4/4

 8/8

 4/4

　本事業を契機にして、今後は県の内外を問わ
ずイベント的要素をもつ環境保全活動の１つとし
て広めていきたいと考えています。

　浮島設置を単なる設置業務ではなく、行政や
地元市民の方々とともにイベントとして楽しめる
ような工夫をしたことにより、新たなネットワーク
を形成することができました。

全体を通しての意見
　本事業でＮＰＯが仲人役を果たす市民参加型公共事業のモデルを提案しましたが、事業の成果については大変満足のいくものでした。今回の事業で協働した団体とは引き続き、協働して浮島を見
守っていければと思います。また、事業の成果や評価結果については、有効に活用していただきたいです。

団体名：特定非営利活動法人
とよあしはら

　　　事業名：とよあしはらプロジェクト 評価日：平成１８年３月１日実施年度：１７

　公共事業における仲人役の存在価値を実証でき
ました。今後も仲介役としてより多くの団体とコミュニ
ケーションをとり、浮島設置の有効性を一層広めて
いきたいと考えています。
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